
（証券コード3571）

2025年６月９日
(電子提供措置の開始日2025年６月４日)

株 主 各 位
愛知県一宮市篭屋五丁目1番1号

取締役社長 上 田 康 彦

第154回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第154回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知

申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット

上の下記ウェブサイトに「第154回定時株主総会招集ご通知」として電子提供
措置事項を掲載しております。

【当社ウェブサイト】
https://sotoh.co.jp/news/index.html

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載してお
ります。

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「ソトー」又は
「コード」に当社証券コード「3571」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類
/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会
資料」欄よりご確認ください。
【株主総会ポータル（三井住友信託銀行)】
https://www.soukai-portal.net

QRコードは
議決権行使書用紙に

ございます

同封の議決権行使書用紙にあるＱＲコードを読み取るか、上記のウェブサ
イトにアクセスして、ログインＩＤ・パスワードをご入力ください。

※各ウェブサイトは定期メンテナンス等により一時的にアクセスできない状態となる
ことがございます。閲覧できない場合は他のウェブサイトからご確認いただくか、
時間をおいて再度アクセスしてください。

なお、当日出席されない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月
24日（火曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。

敬 具
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記

1. 日 時 2025年６月25日（水曜日）午前10時

2. 場 所 愛知県一宮市栄３丁目１番２号
尾張一宮駅前ビル（ｉ－ビル）７階 シビックホール

3. 目的事項
報告事項

1. 第154期( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで) 事業報告の内容、連結計算書類の内容

並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第154期( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで) 計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 会計監査人選任の件

以 上

本年度の株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
1. インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネッ

トによるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
また、インターネットによって複数回議決権を行使された場合は、最後に行われ
たものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

2. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内
容を掲載させていただきます。

3. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ
れたものとして取り扱わせていただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会参考書類をご検討いただき、以下のいずれかの方法により、議決権をご行使く

ださいますようお願い申しあげます。

（1）	 書面とインターネット等（「スマート行使®」を含む。）により重複して議決権を行使された場合は、インター
ネット等（「スマート行使®」を含む。）によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2）	 インターネット等（「スマート行使®」を含む。）により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたも
のを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

重複して行使された議決権の取扱いについて

株主総会開催日時

2025年6月25日（水曜日）

午前10時00分

同封の議決権行
使書用紙をご持
参いただき、会
場受付にご提出
ください。

株主総会へ出席

議決権行使書

当日ご出席される場合

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

0120-782-031（平日9:00～17:00）0120-652-031（9:00～21:00）

議決権行使に関するパソコン等の操作方法について その他のご照会

株主総会ポータル®にアクセ
スし、同封の議決権行使書用
紙に記載のログインID及びパ
スワードをご入力のうえ、画
面の案内に従って議案に対
する賛否をご登録ください。

https://www.soukai-portal.net

株主総会ポータル

当日ご出席されない場合

2025年6月24日（火曜日）
午後5時到着分まで

書面による議決権行使

同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示
いただき、行使期限までに
当社株主名簿管理人に到着
するようご返送ください。
議決権行使書面において、
議案に賛否の表示がない場
合は、賛成の意思表示をさ
れたものとして取り扱わせ
ていただきます。

議決権行使書

議決権行使書

パソコン等によるご行使

2025年6月24日（火曜日）
午後5時行使分まで

行使期限

2025年6月24日（火曜日）
午後5時行使分まで

スマートフォン等によるご行使

行使期限行使期限

詳細につきましては次頁
をご覧ください。

詳細につきましては次頁
をご覧ください。

同封の議決権行使書用紙の
右下「株主総会ポータルサイ
トログイン用QRコード®」を
スマートフォンかタブレッ
ト端末で読み取ります。
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❶ 議決権行使書用紙に記
載のQRコード®を読み
取ります。

❷ 株主総会ポータル®トッ
プ画面から「議決権行
使へ」ボタンをタップ
します。

❸ スマート行使®トップ
画面が表示されます。
以降は画面の案内に従
って賛否をご入力くだ
さい。

スマートフォン等による議決権行使方法

インターネットによる
議決権行使方法のご案内

インターネット行使期限
2025年6月24日（火）午後5時まで

※�QRコードは（株）デンソー
ウェーブの登録商標です。

●�一度議決権を行使した後で行使内容を変更される
場合、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー
ド」「パスワード」をご入力いただく必要があります。

●�インターネットと書面により重複して議決権を行使
された場合は、インターネットによる議決権行使を
有効なものといたします。また、インターネットに
よって複数回議決権を行使された場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使としてお取扱い
いたします。

お問い合わせ
三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート 
専用ダイヤル

0120-652-031
（受付時間 9時～21時）

ぜひQ&Aも
ご確認ください。

ご注意事項

以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力のうえアクセス
してください。ログイン以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

PC等による議決権行使方法

株主総会ポータルURL ▶https://www.soukai-portal.net
議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。 ▶https://www.web54.net
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事 業 報 告

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド

需要の回復等により、緩やかな景気回復が見られましたが、地政学リスクの高ま
りや円安に伴うエネルギー価格及び原材料価格の高騰等の影響を受けたことに加
えて、期末には米国政権交代に伴い通商問題が持ち上がったことで、中国経済を
中心とする世界経済に対する懸念が益々強まり、依然として先行き不透明な状況
が続いております。

繊維産業におきましては、百貨店等での販売が回復してまいりましたが、消費
者物価上昇による消費者の節約志向により衣料消費の落ち込みが懸念されている
のに加えて、ＳＤＧｓの観点から、製品在庫の削減、見込み生産の縮小の動きが
見られ、業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続くものと思われます。

このような事業環境のもと、当社グループは優れた感性と技術で新しい「価値」
を創造し、市場領域及び輸出の拡大を営業戦略として、安定的・持続的成長の実
現を目指しております。また、「地球は着替えることができないから」とする当社
の環境理念のもと、環境負荷低減活動に取り組むとともに、地域社会やステーク
ホルダーとの共存共栄を図るなど、ＳＤＧｓ活動を積極的に進めてまいります。

当連結会計年度の経営成績は、売上高１００億４千３百万円（前連結会計年度
比６.２％減）、営業損失１億４千６百万円（前連結会計年度は営業利益３億４千
１百万円）、経常利益３千１百万円（前連結会計年度比９３.３％減）、親会社株
主に帰属する当期純利益につきましては、投資有価証券売却益２億６千２百万円
を計上したこと等により、４億６百万円（前連結会計年度比８５.０％減）とな
りました。
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当社グループにおける各事業分野の概況は次のとおりであります。
［染色加工事業］

暖冬やファッショントレンドの変化により、冬物コート地の受注が大きく減少
したとともに、ニットや前年好調であった紳士物及びフォーマル地の受注につい
ても、完成品在庫の増加に伴う生産調整や、ＳＤＧｓの観点から冬物の追加発注
が減少した影響を受けたことに加えて、安価な中国製品の流入等の影響を受け、
織物が３２億９千３百万円（前連結会計年度比１４.５％減）、ニットが２５億８
千７百万円（前連結会計年度比６.１％減）となり、売上高５８億８千１百万円
（前連結会計年度比１１.０％減）、営業利益につきましては、受注数量の減少及び
燃料や原材料価格の値上り等により、営業損失４億９千９百万円（前連結会計年
度は営業損失４千７百万円）となりました。
［テキスタイル事業］

染色加工事業と同じく厳しい市場環境の中で、既存得意先との取組み及び輸出
を強化したこと、産地メーカーとの協業を進めたこと等により、売上高３７億１
千１百万円（前連結会計年度比０.７％増）、営業利益につきましては、外注費等
の諸経費の値上がりに加えて、本年１月１５日に開示いたしました製品事業の拡
大に向けての株式取得（子会社化）に伴う費用を計上したこと等により、営業利
益５千３百万円（前連結会計年度比５３.２％減）となりました。
［不動産事業］

売上高４億４千９百万円（前連結会計年度比８.５％増）、営業利益２億９千９
百万円（前連結会計年度比８.８％増）となりました。

企業集団の報告セグメント別売上高

事 業 別 売 上 高

染 色 加 工 事 業 5,881百万円

テ キ ス タ イ ル 事 業 3,711百万円

不 動 産 事 業 449百万円

(2) 資金調達の状況
当連結会計年度中において新株発行、社債発行等特別な資金調達は行っており

ません。

(3) 設備投資等の状況
①当連結会計年度中に完成した主要設備等

設備投資の総額は２１億４百万円であり、染色加工事業１０億８千７百万円、
テキスタイル事業３千２百万円、不動産事業９億８千３百万円であります。

②当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
生産能力に重要な影響を及ぼす継続中の主要設備の新設、拡充はありません。

③重要な固定資産の売却、撤去、滅失
生産能力に重要な影響を及ぼす固定資産の売却、撤去、災害等による滅失は

ありません。
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(4) 対処すべき課題

繊維産業とりわけ当社の主要取扱商品でありますファッション衣料分野は、か

ねてから大量生産に伴う大量廃棄が、ＳＤＧｓの観点から社会問題となっており、

アパレルや商社のスタンスが変化したことから、見込生産や在庫の縮小の動きが

進んでおり、以前のような受注及び生産状況に戻ることはないものと推測してお

ります。加えて、中国経済の低迷が懸念されている中で米国との通商問題が加わ

り、今まで以上に安価な中国製品の日本への流入が懸念されております。また、

温暖化の影響によりウールコート等の冬物衣料の需要期間が短くなっており、ウ

ール素材の加工を中心とする当社を取り巻く受注環境は、厳しさが増すものと想

定しております。

このような事業環境が予測される中で、当社グループといたしましては、引き

続き染色加工事業とテキスタイルをはじめとする製品事業との連携により、市場

ニーズに沿った差別化加工の開発・提案を積極的に推し進め、独自製品の自販を

強化することをグループ戦略として、付加価値の拡大を図ってまいります。染色

加工事業におきましては、化合繊素材の受注拡大及び輸出拡大を営業戦略として、

加工技術の確立及び開発に引き続き取り組み、それに必要な設備投資や研究開発

を積極的に推し進め、新たな市場の開拓を進めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
2021年度
第151期

2022年度
第152期

2023年度
第153期

2024年度
第154期(当期)

売 上 高(千円) 7,507,033 9,826,143 10,709,664 10,043,078

経常利益又は経常損失（△）(千円) △428,816 △297,580 464,055 31,035

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(千円) △1,128,083 △723,432 2,704,066 406,794

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

( 円 ) △88.64 △56.84 212.48 32.28

総 資 産(千円) 14,713,205 14,413,275 18,808,965 19,915,946

純 資 産(千円) 11,283,270 10,568,022 14,266,139 14,826,925

(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社ソトージェイテック 25百万円 100％ テキスタイルの製造及び販売

株式会社Ｊファブリック・インターナショナル 97百万円 100％ テキスタイルの企画及び販売

兒 玉 毛 織 株 式 会 社 10百万円 100％ テキスタイルの企画及び販売

ソ ト ー 商 事 株 式 会 社 10百万円 100％
染色加工用原料及び補助材料
の仕入、販売

ソ ト ー 興 産 株 式 会 社 10百万円 100％ 染色加工業務の一部請負

株 式 会 社 ジ ェ ノ 95百万円 100％
メンズアパレル製品等の企画
及び販売

Ｇ－ＳＴＡＧＥ・ＪＡＰＡＮ株式会社 70百万円 100％
メンズアパレル製品等の企画
及び販売

(注) 特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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(7) 主要な事業内容

事 業 部 門 事 業 内 容

染 色 加 工 事 業 織物、編物等各種繊維製品の染色加工

テ キ ス タ イ ル 事 業 各種繊維製品の製造、販売

不 動 産 事 業 量販店に対する店舗の賃貸等

(8) 主要な事業所

①当 社

名 称 所 在 地

本 社 愛 知 県 一 宮 市

第 一 工 場 同 上

一 宮 工 場 同 上

日 化 工 場 同 上

②子会社

名 称 所 在 地

株式会社ソトージェイテック 岐 阜 県 安 八 郡 輪 之 内 町

株式会社Ｊファブリック・インターナショナル 東 京 都 渋 谷 区

兒 玉 毛 織 株 式 会 社 愛 知 県 津 島 市

ソ ト ー 商 事 株 式 会 社 愛 知 県 一 宮 市

ソ ト ー 興 産 株 式 会 社 同 上

株 式 会 社 ジ ェ ノ 大 阪 府 大 阪 市

ＧーＳＴＡＧＥ・ＪＡＰＡＮ株式会社 東 京 都 渋 谷 区

(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

586名 39名増
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 60,000,000株

(2) 発行済株式の総数 12,586,606株（自己株式1,347,151株を除く）

(3) 株主数 4,767名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

ミ ソ ノ サ ー ビ ス 株 式 会 社 2,341千株 18.59％

株 式 会 社 ダ イ ド ー リ ミ テ ッ ド 1,295 10.28

日 本 毛 織 株 式 会 社 1,167 9.27

株 式 会 社 ト ー ア 紡 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 690 5.48

株 式 会 社 ダ イ ド ー フ ォ ワ ー ド 300 2.38

タ キ ヒ ヨ ー 株 式 会 社 245 1.94

ソ ト ー 従 業 員 持 株 会 226 1.80

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 221 1.76

株 式 会 社 十 六 銀 行 198 1.57

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 172 1.36

(注) 1. 持株比率は、自己株式1,347千株を控除して計算しております。
2. 持株比率のパーセントは、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 上 田 康 彦 株式会社Jファブリック・インターナショナル代

表取締役

株式会社ジェノ代表取締役

Ｇ－ＳＴＡＧＥ・ＪＡＰＡＮ株式会社代表取締役

取 締 役 棚 橋 宣 文 染色加工事業部長

取 締 役 小 澤 活 人 経営管理部長

ソトー興産株式会社代表取締役

取 締 役 髙 塚 良 司

取 締 役 吉 野 哲 株式会社ウォーターフロント代表取締役

常 勤 監 査 役 尾 関 英 紀

監 査 役 矢 崎 信 也 ひのき綜合法律事務所 弁護士

株式会社ＮＩＴＴＯＨ社外取締役監査等委員

愛三工業株式会社社外監査役

監 査 役 山 下 佳代子 山下公認会計士事務所代表者 公認会計士

株式会社ＦＵＪＩ社外監査役

オーエスジー株式会社社外取締役監査等委員

(注) 1. 取締役髙塚良司、吉野哲の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役矢崎信也、山下佳代子の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。
3. 監査役矢崎信也氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を

有するものであります。
4. 監査役山下佳代子氏は、公認会計士、税理士の資格を有しており、会計及び税務に関す

る相当程度の知見を有するものであります。
5. 当社は、取締役髙塚良司、吉野哲の両氏を株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋

証券取引所の定めに基づく独立役員として、両取引所に届け出しております。
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(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
1.取締役及び監査役の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社の役員の報酬は、株主総会で決議された報酬総額の枠内において決定して

おり、1995年６月29日開催の第124回定時株主総会において、取締役の報酬額を年
額１億２千万円以内、監査役の報酬額を年額４千万円以内と決議しております。
当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名、監査役の員数は３名です。

役員の報酬は、取締役については固定報酬と賞与、監査役については固定報酬
により構成されております。取締役の報酬等の額の決定過程において、固定報酬
については、それぞれの職責、社員の給与水準等を総合的に勘案し、賞与につい
ては期毎の連結営業利益をベースとした成果を反映させることとしております。

個人別の報酬額については、取締役会の諮問に基づき、代表取締役社長上田康
彦氏、社外取締役髙塚良司氏及び社外取締役吉野哲氏で構成される指名報酬委員
会がその具体的内容について委任を受けて審議答申しております。

権限を委任している理由として、当社は、取締役会のもとにその決議・諮問機
関として、独立社外取締役を主たる構成員とする指名報酬委員会を設置しており、
指名報酬に関する独立性、客観性を高めるためです。また、その権限の内容は、
各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配
分としているため、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定方針に沿うもので
あると判断しております。

2.取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 賞与

取締役
（うち社外取締役）

32,700
（6,360）

32,700
（6,360）

―
（―）

5
（2）

監査役
（うち社外監査役）

15,360
（6,360）

15,360
（6,360）

―
（―）

3
（2）

(注) 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

(3) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限
定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条
第１項に定める額を責任の限度としております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会
社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社並びに子会
社の取締役及び監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保
険契約により保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠償請求にかかる訴
訟費用及び損害賠償金等が補填されることとなります。

ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該
被保険者が法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損
害の場合には補填の対象とならないなど、一定の免責事由があります。
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(5) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先と当社との関係（2025年３月31日現在）

区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 吉野 哲
株式会社ウォーターフ

ロント
代表取締役

当社と株式会社ウォータ
ーフロントとの間に重要
な取引その他の関係はあ
りません。

監査役 矢崎信也

株式会社ＮＩＴＴＯＨ
社外取締役

監査等委員

当社と株式会社ＮＩＴＴ
ＯＨとの間に重要な取引
その他の関係はありませ
ん。

愛三工業株式会社 社外監査役
当社と愛三工業株式会社
との間に重要な取引その
他の関係はありません。

監査役 山下佳代子

株式会社ＦＵＪＩ 社外監査役
当社と株式会社ＦＵＪＩ
との間に重要な取引その
他の関係はありません。

オーエスジー株式会社
社外取締役

監査等委員

当社とオーエスジー株式
会社との間に重要な取引
その他の関係はありませ
ん。

②当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 髙塚良司
当事業年度開催の取締役会15回すべてに出席し、主に企業経営的

な見地から中立かつ客観的な観点の発言をしております。

社外取締役 吉野 哲
当事業年度開催の取締役会15回すべてに出席し、主に企業経営的

な見地から中立かつ客観的な観点の発言をしております。

社外監査役 矢崎信也

当事業年度開催の取締役会15回すべてに出席、監査役会14回すべ

てに出席し、主に企業法務的な見地から中立かつ客観的な観点の

発言をしております。

社外監査役 山下佳代子

当事業年度開催の取締役会15回すべてに出席、監査役会14回すべ

てに出席し、主に会計的・税務的な見地から中立かつ客観的な観

点の発言をしております。
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4. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額 47百万円

②公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）

に対する報酬 ―百万円

合計 47百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

47百万円
(注) 1. 当社と会計監査人の間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上
記金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、監査役会は、会計監査人
の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切で
あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬の額について
同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。ま

た、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性

及び信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解

任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

5. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他業務の適正を確保するための体制

(1)当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

当社グループは、企業倫理、法令遵守の基本姿勢を明確にするためコンプライ

アンス規程を制定する。

当社は、代表取締役を議長とする経営会議にて、当社グループのコンプライア

ンス全体を統括すると同時に、当社グループの役員及び社員等に教育・研修を行

い周知徹底する。

当社グループの役員及び社員等が、法令及び定款に違反する行為を発見した場

合の報告体制としての内部通報制度を構築する。
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(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役の職務の執行に係る情報の取扱いは、文書管理規程に従い適切に

保存及び管理を実施し、必要に応じて運用状況の検証、見直しを行う。

(3) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスク管理規程により当社グループのリスクカテゴリー毎の責任部署

を定める。

当社の経営会議において、責任部署毎のリスク管理の状況を把握し、当社グル

ープのリスク管理の進捗状況を当社取締役会に報告する。

(4) 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

当社定例取締役会を月１回開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状

況の監督等を行う。

当社取締役会の機能をより強化し当社グループの経営効率を向上させるため、

当社の代表取締役、取締役、常勤監査役及び当社代表取締役が指名する者で構成

する経営会議を原則週１回行い、重要事項を審議、検討し必要に応じて当社臨時

取締役会を開催する。

当社グループの中期経営計画及び各年度予算を立案し、当社グループの目標を

設定する。各部門においては、その目標達成に向け具体案を立案、実行する。

当社の組織規程及び当社グループの職務分掌規程、職務権限規程において、そ

れぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定め、職務の執行が効

率的に行われる体制を構築する。

(5) 当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社の経営会議において、当社グループのコンプライアンスを統括・推進し、

その状況を当社取締役会に報告する。

当社子会社の役員及び社員等に対するコンプライアンス・リスク管理について

は、当社同様の教育・研修を通じ指導する。

当社は、当社子会社に取締役又は監査役を派遣するとともに、当社子会社から

事業内容の報告を毎月受けるとともに、当社子会社の重要案件についての事前協

議を行う。
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(6) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役
からの独立性に関する体制並びに当社の監査役による当該使用人に対する指示の
実効性の確保に関する体制

当社は、監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助すべき使用人を置くも
のとする。

なお、当該使用人の任命・異動等に関しては監査役会の同意を得ることとし、
取締役からの独立性を確保する。

また、当該使用人は当社監査役の指示命令のみを実行するものとし、他の指図
を受けないものとする。

(7) 当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び当該報告
をした者が不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

当社グループの取締役及び使用人等は、職務執行に関し重大な法令、定款違反
及び不正行為の事実又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があること
を発見したときは、法令に従い、直ちに当社監査役に報告する。

なお、当該報告をした者が、当該報告をしたことを理由として、不利な取り扱
いを受けないことを確保する体制を整備する。

(8) 監査役の職務の執行について生じる費用等の処理に係る方針に関する体制
当社は、監査役がその職務の執行について生じた費用を請求した場合には、速

やかに当該費用等を処理する。

(9) その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社常勤監査役は、当社及び当社子会社の取締役会の他、重要な意思決定の過

程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議やその他重要な会議に出席する
とともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当
社グループの取締役又は使用人等にその説明を求めることとする。

なお、監査役は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けると
ともに、情報の交換を行うなど連携を図っていく。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは、財務報告の信頼性を確保するための内部統制強化を目的とし

て「財務報告に係る内部統制に関する基本方針」を定め、内部統制システムの整
備及び運用を行う。

(11) 反社会的勢力を排除するための体制
当社グループすべての役職員が守るべきコンプライアンス規程において、社会

秩序や企業の健全な活動に悪影響を及ぼす反社会的勢力に係る対応について規定
し、反社会的勢力を排除するための体制の整備を推進する。
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6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社グループは、業務の適正を確保するための体制について、当事業年度にお

いて適切な運用を行っております。運用状況の概況は以下のとおりであります。

(1) 取締役の業務執行の体制
当社グループは、取締役会を月１回開催し、経営会議を週１回開催することで

重要事項を審議、検討しております。

なお、当社の組織規程及び当社グループの職務分掌規程、職務権限規程におい

て、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定め、職務の執

行が効率的に行われる体制を構築しております。

(2) リスク管理体制
当社グループは、企業倫理、法令遵守の基本姿勢を明確にするためコンプライ

アンス規程を制定しております。
当社は、代表取締役を議長とする経営会議において、当社グループのコンプラ

イアンス全体を統括すると同時に、当社グループの役員及び社員等に教育・研修
を行い周知徹底しております。

また、当社グループはリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、責任部署毎のリ
スク管理の状況を把握し、当社グループのリスク管理の進捗状況を当社取締役会
に報告しております。

(3) 監査役の職務執行
当社常勤監査役は、当社及び当社子会社の取締役会の他、重要な意思決定の過

程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議やその他重要な会議に出席する
とともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当
社グループの取締役又は使用人等にその説明を求めております。

なお、監査役は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けると
ともに、情報の交換を行うなど連携を図っております。

(4) 内部監査
当社グループは、財務報告の信頼性を確保するための内部統制強化を目的とし

て「財務報告に係る内部統制に関する基本方針」を定めております。
内部監査室は内部監査計画書に基づき、財務報告に係る内部統制の評価に関し

て、連結ベースの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制の評価を行ったう
えで、重要な事業拠点の業務プロセスの評価を実施し、内部統制の有効性に関す
る評価を行っております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

(注) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて記載しております。また、
１株当たりの当期純利益及びその他比率については、表示単位未満を四捨五入して記載してお
ります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 5,939,112 流 動 負 債 2,236,508

現 金 及 び 預 金 1,901,351 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 863,596

受 取 手 形 434,291 短 期 借 入 金 120,642

売 掛 金 1,480,015 １年内返済予定の長期借入金 126,400

完 成 品 1,161,196 リ ー ス 債 務 2,419

仕 掛 品 452,472 未 払 法 人 税 等 67,133

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 332,820 未 払 費 用 230,459

そ の 他 177,023 そ の 他 825,855

貸 倒 引 当 金 △60 固 定 負 債 2,852,512

社 債 40,000

長 期 借 入 金 399,342

固 定 資 産 13,976,834 リ ー ス 債 務 11,785

有形固定資産 6,225,095 退 職 給 付 に 係 る 負 債 663,033

建 物 及 び 構 築 物 2,022,798 長 期 未 払 金 50,000

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,606,762 長 期 預 り 保 証 金 250,823

土 地 2,280,643 繰 延 税 金 負 債 1,273,998

リ ー ス 資 産 13,182 資 産 除 去 債 務 163,530

建 設 仮 勘 定 242,093 負 債 合 計 5,089,021

そ の 他 59,614 （純 資 産 の 部）

無形固定資産 61,196 株 主 資 本 12,285,524

そ の 他 61,196 資 本 金 100,000

投資その他の資産 7,690,542 資 本 剰 余 金 4,365,768

投 資 有 価 証 券 6,572,750 利 益 剰 余 金 9,282,258

退 職 給 付 に 係 る 資 産 737,970 自 己 株 式 △1,462,503

繰 延 税 金 資 産 192,427 その他の包括利益累計額 2,541,401

リ ー ス 債 権 5,537 その他有価証券評価差額金 2,278,876

そ の 他 185,995 退職給付に係る調整累計額 262,524

貸 倒 引 当 金 △4,140

純 資 産 合 計 14,826,925

資 産 合 計 19,915,946 負 債 純 資 産 合 計 19,915,946

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 10,043,078

売 上 原 価 9,106,722

売 上 総 利 益 936,356

販売費及び一般管理費 1,083,078

営 業 損 失 146,722

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 139,580

雇 用 調 整 助 成 金 23,631

そ の 他 の 営 業 外 収 益 21,565 184,777

営 業 外 費 用

支 払 利 息 853

手 形 売 却 損 701

為 替 差 損 1,901

控 除 対 象 外 消 費 税 等 3,216

そ の 他 の 営 業 外 費 用 346 7,019

経 常 利 益 31,035

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 79,281

補 助 金 収 入 17,826

投 資 有 価 証 券 売 却 益 262,560

負 の の れ ん 発 生 益 12,845 372,513

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 1,121

解 体 撤 去 関 連 費 用 39,680

減 損 損 失 63,801 104,603

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 298,945

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,842

法 人 税 等 調 整 額 △136,691 △107,849

当 期 純 利 益 406,794

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 406,794

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰 余 金 利益剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 100,000 4,365,768 9,217,120 △1,362,547 12,320,341

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △341,655 △341,655

親会社株主に帰属する当期純利益 406,794 406,794

自 己 株 式 の 取 得 △99,956 △99,956

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 65,138 △99,956 △34,817

当 期 末 残 高 100,000 4,365,768 9,282,258 △1,462,503 12,285,524

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,751,749 194,049 1,945,798 14,266,139

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △341,655

親会社株主に帰属する当期純利益 406,794

自 己 株 式 の 取 得 △99,956

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純 額） 527,127 68,475 595,602 595,602

当 期 変 動 額 合 計 527,127 68,475 595,602 560,785

当 期 末 残 高 2,278,876 262,524 2,541,401 14,826,925

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称

株式会社ソトージェイテック、株式会社Jファブリック・インターナショナル、

兒玉毛織株式会社、ソトー商事株式会社、ソトー興産株式会社

株式会社ジェノ、Ｇ－ＳＴＡＧＥ・ＪＡＰＡＮ株式会社

当連結会計年度において、発行する全ての株式を取得したことにより株式会社ジェノ、Ｇ－ＳＴＡ

ＧＥ・ＪＡＰＡＮ株式会社をそれぞれ連結の範囲に含めております。

2. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、総平均法により算定)

市場価格のない株式等

主として総平均法による原価法

②棚卸資産

先入先出法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

③デリバティブ

時価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。不動産賃貸資産につ

いては主として賃貸期間を耐用年数とする定額法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とする定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整のうえ、純資産の

部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、少額な場合を除き５年間で均等償却しております。
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(6) 収益及び費用の計上基準

当社グループは、「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入等を除き、以下の５

ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社グループは、染色加工事業（繊維製品の染色加工）、テキスタイル事業（テキスタイル等の製

造及び販売）、不動産事業（不動産賃貸等）を行っております。

セグメント別の収益の計上基準

①染色加工事業

原則として顧客との委託加工契約により加工完了時点で履行義務を充足することから、加工完

了時点で収益を認識しております。

ただし、一部の取引については、委託加工契約により製品を引き渡した時点又は検収された時

点で履行義務を充足しますが、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替

的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には、出荷した時点で収益を認識しております。

委託加工に付随した役務の提供については、顧客との契約に従って役務提供が完了した時点

で履行義務を充足することから、役務提供完了時点で収益を認識しております。

委託加工契約における対価は、履行義務を充足した時点から主として１年以内に回収してお

ります。重要な金融要素は含んでおりません。

②テキスタイル事業

製品の引渡し時点において顧客が製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されることか

ら、製品の引渡し時点もしくは検収された時点で収益を認識しております。

製品の販売契約における対価は、履行義務を充足した時点から主として１年以内に回収してお

ります。重要な金融要素は含んでおりません。

③不動産事業

主として不動産賃貸を営んでおり、不動産賃貸収入は、「リース取引に関する会計基準」に従

い、その発生期間に収益を認識しております。
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会計方針の変更に関する注記

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

改正された「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下、「2022年改正会計基準」という。）、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号 2022年10月28日）及び「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号

2022年10月28日）を当連結会計年度の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令

に従い算定した額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その

発生源泉となる取引等に応じて、損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上することと

し、その他の包括利益累計額に計上された法人税等については、当該法人税等が課される原因となる

取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税額を損益に計上することとしました。なお、課

税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の包括利益に関連しており、かつ、

株主資本又はその他の包括利益に対して課された法人税等の金額を算定することが困難である場合に

は、当該税額を損益に計上しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項但し書きに定める経

過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記

(表示方法の変更)

連結損益計算書

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「控除対象外消費税

等」（前連結会計年度322千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度においては区分掲記

しております。
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重要な会計上の見積りに関する注記

1. 固定資産の減損損失の認識の判定

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当社グループは、連結貸借対照表において、有形固定資産6,225,095千円、無形固定資産61,196

千円を、また連結損益計算書において減損損失63,801千円を、それぞれ計上しております。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

資産のグルーピングは事業セグメントを基礎として、管理会計上の区分に基づき、他の資産グル

ープのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位で行って

おり、資産グループの営業損益が継続してマイナスとなっているか、又は継続してマイナスとな

る見込みである場合など減損の兆候がある場合に、当該資産グループから得られる割引前将来キ

ャッシュ・フローの総額とこれらの帳簿価額とを比較し、減損損失を認識するかどうか判定して

おります。減損の兆候の有無や減損損失の認識の判定については慎重な検討を行っております

が、市場環境や経済動向などの変化により、正味売却価額の見積りに使用した主要な仮定に変更

が生じ、それらが減損損失の要否の判断に影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 19,155,330千円

2. 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 6,072千円

連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

愛知県 事業用資産 建物及び構築物 63,801

当社グループは主として管理会計上の区分に基づく資産のグルーピングを行っております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 (株) 13,933,757 ― ― 13,933,757

2. 自己株式の種類及び株式数

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 (株) 1,207,351 139,800 ― 1,347,151

3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 165,443 13.00 2024年３月31日 2024年６月27日

2024年11月８日
取締役会

普通株式 176,212 14.00 2024年９月30日 2024年12月２日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（予定）

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 327,251 26.00 2025年３月31日 2025年６月26日

― 26 ―

2025年05月26日 13時18分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金、株式、債券等により行っております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。

また、有価証券及び投資有価証券は主として株式、債券であり、上場有価証券については四半期ご

とに時価の把握を行っております。

デリバティブ取引については、外貨建債権債務等の範囲内で個別的に利用することとしており、投

機的な取引は行わない方針であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 6,512,818 6,512,818 ―

資産計 6,512,818 6,512,818 ―
長期借入金(１年内返済予定の

長期借入金を含む）
525,742 523,097 △2,644

長期預り保証金(１年内返済予定の長期

預り保証金を含む）
254,073 201,262 △52,811

負債計 779,815 724,360 △55,455

(注1) 「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形及び買掛金」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し

ております。

(注2) 市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金

融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 （単位：千円）

区分 当連結会計年度

非上場株式 59,932

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日） （単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 5,854,940 ― ― 5,854,940

その他 ― 657,877 ― 657,877

資産計 5,854,940 657,877 ― 6,512,818

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日） （単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 523,097 ― 523,097

長期預り保証金 ― 201,262 ― 201,262

負債計 ― 724,360 ― 724,360

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。市場における取引価格が存在しない投資信託に

ついて、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がな

い場合には基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。

長期預り保証金

長期預り保証金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間を加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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賃貸等不動産に関する注記

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、愛知県一宮市その他の地域において、量販店等に対し、土地・建物等を賃貸しておりま

す。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価

1,722,153 4,196,014

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注２) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む）であります。

収益認識に関する注記

1. 収益の分解 （単位：千円）

報告セグメント

染色加工

事業

テキスタイル

事業

不動産

事業
合計

顧客との契約から生じる収益 5,880,830 3,711,887 27,130 9,619,847

その他の収益 1,033 ― 422,197 423,230

外部顧客への売上高 5,881,863 3,711,887 449,327 10,043,078

（注）その他の収益は「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入等であります。

2. 収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

契約資産及び契約負債の残高等

契約負債 6,072千円

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 1,177円99銭

2. １株当たり当期純利益 32円28銭
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

流 動 資 産 2,905,893 流 動 負 債 1,208,769

現 金 及 び 預 金 1,052,000 買 掛 金 328,330

受 取 手 形 192,162 未 払 金 661,588

売 掛 金 930,230 未 払 法 人 税 等 2,319

完 成 品 127,275 未 払 費 用 164,155

仕 掛 品 176,170 そ の 他 52,375

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 214,049

そ の 他 214,065 固 定 負 債 2,323,731

貸 倒 引 当 金 △60 退 職 給 付 引 当 金 700,375

長 期 預 り 保 証 金 250,823

固 定 資 産 14,151,763 繰 延 税 金 負 債 1,251,602

有形固定資産 6,533,610 資 産 除 去 債 務 120,930

建 物 1,345,617 負 債 合 計 3,532,500

構 築 物 656,398 （純 資 産 の 部）

機 械 及 び 装 置 1,576,343 株 主 資 本 11,306,800

車 両 運 搬 具 6,300 資 本 金 100,000

工具、器具及び備品 56,657 資 本 剰 余 金 4,373,027

土 地 2,650,199 資 本 準 備 金 359,224

建 設 仮 勘 定 242,093 そ の 他 資 本 剰 余 金 4,013,803

無形固定資産 53,085 利 益 剰 余 金 8,296,275

電 話 加 入 権 5,548 利 益 準 備 金 421,825

そ の 他 47,536 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,874,450

投資その他の資産 7,565,067 固定資産圧縮積立金 403,074

投 資 有 価 証 券 6,379,781 固定資産圧縮特別勘定積立金 40,014

関 係 会 社 株 式 491,300 繰 越 利 益 剰 余 金 7,431,361

そ の 他 698,125 自 己 株 式 △1,462,503

貸 倒 引 当 金 △4,140 評価・換算差額等 2,218,355

その他有価証券評価差額金 2,218,355

純 資 産 合 計 13,525,155

資 産 合 計 17,057,656 負 債 純 資 産 合 計 17,057,656

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 6,894,249

売 上 原 価 6,473,704

売 上 総 利 益 420,545

販売費及び一般管理費 572,491

営 業 損 失 151,946

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 132,507

雇 用 調 整 助 成 金 23,631

そ の 他 の 営 業 外 収 益 11,691 167,830

営 業 外 費 用

控 除 対 象 外 消 費 税 等 2,715

そ の 他 の 営 業 外 費 用 590 3,306

経 常 利 益 12,578

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 76,184

補 助 金 収 入 17,826

投 資 有 価 証 券 売 却 益 262,560 356,570

特 別 損 失

解 体 撤 去 関 連 費 用 39,680

減 損 損 失 63,801

固 定 資 産 処 分 損 209 103,691

税 引 前 当 期 純 利 益 265,457

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,100

法 人 税 等 調 整 額 △125,764 △121,664

当 期 純 利 益 387,121

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金
その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 固定資産圧縮特別勘定積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 359,224 4,013,803 421,825 205,288 540,206 7,083,489

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立額 282,972 △282,972

固定資産圧縮積立金の取崩額 △85,186 85,186

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 40,014 △40,014

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 △540,206 540,206

剰余金の配当 △341,655

当期純利益 387,121

自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― 197,785 △500,191 347,871

当期末残高 100,000 359,224 4,013,803 421,825 403,074 40,014 7,431,361

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当期首残高 △1,362,547 11,361,290 1,701,391 13,062,682

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立額 ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩額 ― ―

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 ― ―

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 ― ―

剰余金の配当 △341,655 △341,655

当期純利益 387,121 387,121

自己株式の取得 △99,956 △99,956 △99,956
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 516,963 516,963

当期変動額合計 △99,956 △54,490 516,963 462,473

当期末残高 △1,462,503 11,306,800 2,218,355 13,525,155

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 総平均法に基づく原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、総平均法により算定)

市場価格のない株式等

主として総平均法による原価法

(2) 棚卸資産

先入先出法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。不動産賃貸資産について

は主として賃貸期間を耐用年数とする定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とする定額法

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る按分額を、それぞれ発生の翌期より費用処理しております。
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4. 収益及び費用の計上基準

当社は、「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入等を除き、以下の５ステップ

アプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社は、染色加工事業（繊維製品の染色加工）、テキスタイル事業（テキスタイル等の製造及び販

売）、不動産事業（不動産賃貸等）を行っております。

セグメント別の収益の計上基準

①染色加工事業

原則として顧客との委託加工契約により加工完了時点で履行義務を充足することから、加工完

了時点で収益を認識しております。

ただし、一部の取引については、委託加工契約により製品を引き渡した時点又は検収された時

点で履行義務を充足しますが、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替

的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には、出荷した時点で収益を認識しております。

委託加工に付随した役務の提供については、顧客との契約に従って役務提供が完了した時点

で履行義務を充足することから、役務提供完了時点で収益を認識しております。

委託加工契約における対価は、履行義務を充足した時点から主として１年以内に回収してお

ります。重要な金融要素は含んでおりません。

②テキスタイル事業

製品の引渡し時点において顧客が製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されることか

ら、製品の引渡し時点もしくは検収された時点で収益を認識しております。

製品の販売契約における対価は、履行義務を充足した時点から主として１年以内に回収してお

ります。重要な金融要素は含んでおりません。

③不動産事業

主として不動産賃貸を営んでおり、不動産賃貸収入は、「リース取引に関する会計基準」に従

い、その発生期間に収益を認識しております。
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会計方針の変更に関する注記

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

改正された「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下、「2022年改正会計基準」という。）、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号 2022年10月28日）及び「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号

2022年10月28日）を当事業年度の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令

に従い算定した額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その

発生源泉となる取引等に応じて、損益、株主資本及び評価・換算差額等に区分して計上することと

し、評価・換算差額等に計上された法人税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等

が損益に計上された時点で、これに対応する税額を損益に計上することとしました。なお、課税の対

象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又は評価・換算差額等に関連しており、かつ、株主資

本又は評価・換算差額等に対して課された法人税等の金額を算定することが困難である場合には、当

該税額を損益に計上しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項但し書きに定める経

過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記

(表示方法の変更)

損益計算書

前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「控除対象外消費税等」

（前事業年度113千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度においては区分掲記しておりま

す。

重要な会計上の見積りに関する注記

1. 固定資産の減損損失の認識の判定

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

当社は、貸借対照表において、有形固定資産6,533,610千円、無形固定資産53,085千円を、また損

益計算書において減損損失63,801千円を、それぞれ計上しております。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表と同一であります。
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貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 18,804,239千円

2. 関係会社に対する短期金銭債権 104,375千円

関係会社に対する短期金銭債務 149,601千円

3. 保証債務

関係会社の仕入債務に対し、保証を行っております。

㈱Jファブリック・インターナショナル 310千円

4. 有形固定資産より控除されている保険差益に基づく圧縮記帳累計額

33,794千円

損益計算書に関する注記

1. 関係会社との取引高

売上高 245,738千円

仕入高等 1,734,598千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 1,347,151株

税効果会計に関する注記

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払賞与 42,092千円

退職給付引当金 54,518千円

繰越欠損金 93,469千円

減価償却費超過額 160,148千円

その他 104,803千円

小計 455,030千円

評価性引当額 △288,373千円

繰延税金資産合計 166,657千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △1,182,464千円

固定資産圧縮積立金等 △235,795千円

繰延税金負債合計 △1,418,259千円

繰延税金負債の純額 △1,251,602千円

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であります。
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関連当事者との取引に関する注記

（子会社等）

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又は
出資金
(千円)

議決権の
所有割合

(％)
関連当事者との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社 ソトー商事㈱
愛知県
一宮市

10,000 100.0
役 員 の 兼 任
材料等の仕入

材料等の仕入 1,269,928
買 掛 金
及 び
未 払 金

113,494

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
上記会社からの材料等の仕入については、双方協議のうえで合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 1,074円57銭

2. １株当たり当期純利益 30円72銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月26日

株式会社 ソ ト ー
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

公認会計士 新 家 德 子

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

公認会計士 山 田 昌 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ソトーの2024年４月１日から

2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ソトー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類
の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任
を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月26日

株式会社 ソ ト ー
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

公認会計士 新 家 德 子

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

公認会計士 山 田 昌 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ソトーの2024年４月１日

から2025年３月31日までの第154期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第154期事業年度における取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環

境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため

に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に

ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月26日

株式会社ソトー 監査役会
常勤監査役 尾 関 英 紀 ㊞
社外監査役 矢 崎 信 也 ㊞
社外監査役 山 下 佳 代 子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけ

ております。

当期の配当につきましては、安定的、継続的に行うことを目指してＤＯＥ（連結

純資産配当率）3.5％を目標とし、これに基づき当期の１株当たり年間配当金を40円

とさせていただきたいと存じます。なお、期末配当金につきましては中間配当金１

株当たり14円を控除した26円とさせていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金26円 総額327,251,756円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

2025年６月26日

第２号議案 会計監査人選任の件

当社の会計監査人である有限責任あずさ監査法人は、本総会終結の時をもって任

期満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いするものであり

ます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。

また、監査役会が太陽有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、新

たな視点での監査及び機動的な監査が期待できることに加え、会計監査が適切かつ

妥当に行われることを確保する体制を整えており、当社の事業規模に適した会計監

査人としての専門性、独立性、品質管理体制及び監査報酬の水準等を総合的に勘案

した結果、当社の会計監査人として適任であると判断したものであります。

会計監査人候補者は、次のとおりであります。
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（2025年3月末現在）

名称 太陽有限責任監査法人

事務所
主たる事務所 東京都港区元赤坂１-２-７赤坂Kタワー
その他の事務所 名古屋事務所ほか11事務所

沿革

1971年９月 太陽監査法人設立
2006年１月 太陽監査法人とASG監査法人が合併し、太陽

ASG監査法人となる
2008年７月 有限責任組織形態に移行し、太陽ASG有限責任

監査法人となる
2012年７月 永昌監査法人と合併
2013年10月 霞が関監査法人と合併
2014年10月 太陽有限責任監査法人に社名変更
2018年７月 優成監査法人と合併

概要

資本金 530百万円
人員構成 代表社員・社員 95名

特定社員 ５名
公認会計士 376名
公認会計士試験合格者等 253名
その他専門職 216名
事務職員 101名
顧問 １名
契約職員 276名
合 計 1,323名

被監査会社数 1,120社

以 上
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修文大学

尾州
ファッション
デザインセンター

株主総会会場のご案内
会 場 愛知県一宮市栄３丁目１番２号

尾張一宮駅前ビル（ｉ－ビル）７階 シビックホール

電話番号 ０５８６－２８－９１５３

交通機関 ＪＲ東海道本線『尾張一宮』駅下車 東へ徒歩１分
名鉄名古屋本線『名鉄一宮』駅下車 東へ徒歩１分

※お車でご来場の際は、駐車場を用意しておりませんので、公共駐車場をご利
用ください。
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